
総社市告示第９１号 

 

総社市成年後見制度に係る市長の審判請求に関する要綱（平成１９年総社市告示第８６号）の一部を次のように改正する。 

 

令和６年７月４日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という。）に対応する同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動

後条」という。）が存在しない場合には，当該移動条（以下「削除条」という。）を削り，移動後条に対応する移動条が存在しない場合には，当該移動後条（以

下「追加条」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（削除条を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（追加条を除

く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当

該改正後部分を加える。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

（審判請求の種類） 

第２条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審判請求の要件） 

第３条 審判の対象者（以下「本人」という。）は，次のいずれかに該当す

る者とする。 

(１) 市内に住所又は居所を有する者 

(２) 市内に住所又は居所を有しない者であって，次のいずれかに該当する

もの 

 

（審判請求の種類） 

第２条 略 

（審判請求の要件） 

第３条 市長は，審判請求を行うに当たっては，審判の対象者（以下「本人」

という。）に関し，次に掲げる事項を調査のうえ，総合的に勘案してこれ

を行うものとする。 

(１) 本人の事理を弁識する能力 

(２) 本人の生活状況及び健康状況 

(３) 本人の二親等内の親族の存否及び当該親族が審判請求を行う意思の

有無 

(４) 本人の福祉を図るために必要な事情 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 

ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１３条第１項の規定に基

づく本市の被保険者 

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第１９条第３項，第５２条第２項又は第７

６条第４項の規定に基づき本市が自立支援給付の支給認定を行って

いる者 

ウ 老人福祉法第１１条第１項又は第２項の規定に基づき本市が措置

している者 

エ 知的障害者福祉法第１６条第１項第２号の規定に基づき本市が措

置している者 

２ 市長は，審判請求を行うに当たっては，本人に関し，次に掲げる事項を

調査のうえ，総合的に勘案してこれを行うものとする。 

(１) 本人の事理を弁識する能力 

(２) 本人の生活状況及び健康状況 

(３) 本人の二親等内の親族の存否及び当該親族が審判請求を行う意思の

有無 

(４) 本人の福祉を図るために必要な事情 

（審判請求の要請） 

第４条 次に掲げる者は，本人が後見等を必要とする状態にあるものと判断

したときは，市長に審判請求の要請を行うことができる。 

 

(１) 略 

(２) 介護保険法第８条第２５項に規定する介護保険施設の職員 

 

(３)～(６) 略 

（審判請求の費用負担） 

第５条 市長は，家事事件手続法（平成２３年法律第５２号）第２８条第１

項の規定により，審判請求に要する費用（以下「審判請求費用」という。）

を負担する。 

（審判請求費用の求償） 

第６条 市長は，審判請求費用に関し，本人に負担能力があると判断したと

きは，市長が負担した審判請求費用の求償権を得るため，審判請求と同時

に家事事件手続法第２８条第２項の規定による職権の発動を促す申立て

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（審判請求の要請） 

第４条 次に掲げる者は，市内に住所又は居所を有する者が後見等を必要と

する状態にあるものと判断したときは，市長に審判請求の要請を行うこと

ができる。 

(１) 略 

(２) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条第１９項に規定する介

護保険施設の職員 

(３)～(６) 略 

（審判請求の費用負担） 

第５条 市長は，家事審判法（昭和２２年法律第１５２号）第７条において

準用する非訟事件手続法（明治３１年法律第１４号）第２６条の規定によ

り，審判請求に要する費用（以下「審判請求費用」という。）を負担する。 

（審判請求費用の求償） 

第６条 市長は，審判請求費用に関し，本人に負担能力があると判断したと

きは，市長が負担した審判請求費用の求償権を得るため，審判請求と同時

に非訟事件手続法第２８条の命令に関する職権の発動を促す申立てを家



改 正 後 改 正 前 

を家庭裁判所に対し行うものとする。 

２ 略 

（親族等への情報提供） 

第７条 市長は，第３条第２項第３号において，本人の親族が審判請求を行

う意思を有していることが確認されたときは，必要に応じて，本人の状況

等の情報を審判請求に必要な範囲において当該親族に提供することがで

きる。この場合において，情報の提供を行う場合は，個人情報の保護に最

大限の配慮をしなければならない。 

 

庭裁判所に対し行うものとする。 

２ 略 

（親族等への情報提供） 

第７条 市長は，第３条第３号において，本人の親族が審判請求を行う意思

を有していることが確認されたときは，必要に応じて，本人の状況等の情

報を審判請求に必要な範囲において当該親族に提供することができる。こ

の場合において，情報の提供を行う場合は，個人情報の保護に最大限の配

慮をしなければならない。 

 

 

 附 則 

 この告示は，公布の日から施行する。 


